
議第２号

橿原市個人番号の利用に関する条例の一部改正について

橿原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市個人番号の利用に関する条例の一部を改正する条例

橿原市個人番号の利用に関する条例（平成２７年橿原市条例第３５号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表第１及び別表第２中「一般不妊治療費」を「一般不妊治療費及び不育治療費」に改

める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理由 一般不妊治療費の助成事務に加え、不育治療費の助成事務においても個人番号を利

用するため、所要の改正を行うもの
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議第３号

橿原市行政不服審査法施行条例及び橿原市固定資産評価審査委員会条例の一

部改正について

橿原市行政不服審査法施行条例及び橿原市固定資産評価審査委員会条例の一部を改正

する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市行政不服審査法施行条例及び橿原市固定資産評価審査委員会条例の一

部を改正する条例

（橿原市行政不服審査法施行条例の一部改正）

第１条 橿原市行政不服審査法施行条例（平成２８年橿原市条例第６号）の一部を次のよ

うに改正する。

第３条第１項第２号中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律

（平成１４年法律第１５１号）第４条第１項」を「情報通信技術を活用した行政の推

進等に関する法律（平成１４年法律第１５１号）第７条第１項」に、「同項」を「同

法第６条第１項」に改める。

第１６条第３号中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律第４条

第１項」を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律第７条第１項」に、

「同項」を「同法第６条第１項」に改める。

（橿原市固定資産評価審査委員会条例の一部改正）

第２条 橿原市固定資産評価審査委員会条例（昭和３１年橿原市条例第１３号）の一部を

次のように改正する。

第６条中第２項中「行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律（平成

１４年法律第１５１号。第１０条第１項第２号において「情報通信技術利用法」とい

う。）第３条第１項」を「情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（平成

１４年法律第１５１号。第１０条第１項第２号において「デジタル行政推進法」とい

う。）第６条第１項」に改める。

第１０条第１項第２号中「情報通信技術利用法第４条第１項」を「デジタル行政推

進法第７条第１項」に、「同項」を「同法第６条第１項」に改める。

附 則
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この条例は、公布の日から施行する。

理由 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部改正により、関係

条例を整備するもの



議第４号

橿原市監査委員に関する条例の一部改正について

橿原市監査委員に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市監査委員に関する条例の一部を改正する条例

橿原市監査委員に関する条例（昭和３９年橿原市条例第８号）の一部を次のように改

正する。

第１０条中「法第２４３条の２」を「法第２４３条の２の２」に改める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

理由 地方自治法の一部改正により、所要の規定の整理を行うもの
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議第５号

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例の一部改正について

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の

整備に関する条例の一部を改正する条例

地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に伴う関係条例の整備に関す

る条例（令和元年橿原市条例第１８号）の一部を次のように改正する。

第１条のうち、橿原市一般職非常勤職員等の任用、勤務条件等に関する条例（平成２３

年橿原市条例第１６号）第４条の次に１１条を加える改正規定（第１０条に係る部分に限

る。）中「給与条例」を「橿原市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年橿原市条

例第２９号。以下「給与条例」という。）」に改める。

第１４条の次に次の２条を加える。

（職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正）

第１５条 職員の服務の宣誓に関する条例（昭和３１年橿原市条例第１６号）の一部を次

のように改正する。

第２条に次の１項を加える。

２ 地方公務員法第２２条の２第１項に規定する会計年度任用職員の服務の宣誓につ

いては、前項の規定にかかわらず、任命権者は、別段の定めをすることができる。

（議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の一部改正）

第１６条 議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例（昭和４２年橿

原市条例第２８号）の一部を次のように改正する。

第５条第１項第２号中「報酬」の次に「及び給料」を加える。

附則に次の１項を加える。

３ 第１６条の規定による改正後の議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関

する条例第５条の規定は、この条例の施行の日以後に発生した事故に起因する公務上の

災害又は通勤による災害に係る補償について適用する。
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附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理由 会計年度任用職員制度の導入に伴い、職員の服務の宣誓、公務災害補償に係る補償

基礎額等について、所要の規定の整備を行うもの
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議第６号

橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正に

ついて

橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正する条例を

次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正

する条例

橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２年橿原市条例

第９号）の一部を次のように改正する。

別表中

「

橿原市農業委員会の

委員

会長 月額 ５８，０００ 〃

小委員会委員 月額 ３８，０００ 〃

その他委員 月額 ２１，０００ 〃

橿原市農地利用最適化推進委員 月額 ２０，０００ 〃

」

を

「

橿原市農業委員会の

委員

会長 基本給 月額 ５２，０００

能率給 年額 国から交付さ

れる農地利用最適化交付金（以

下「交付金」という。）の範囲

内で市長が定める額

〃

小委員会委員 基本給 月額 ４１，０００

能率給 年額 交付金の範囲

内で市長が定める額

〃

その他委員 基本給 月額 ３４，０００

能率給 年額 交付金の範囲

〃
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内で市長が定める額

橿原市農地利用最適化推進委員 基本給 月額 ３２，０００

能率給 年額 交付金の範囲

内で市長が定める額

〃

」

に改める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

理由 橿原市農業委員会の委員及び橿原市農地利用最適化推進委員の報酬について、農地

利用の最適化の推進に係る能率給を新たに定めるとともに、基本給の見直しを行うも

の



1

議第７号

橿原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例及び橿原市の

一般職の職員の給与に関する条例の一部改正について

橿原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例及び橿原市の一般職の職

員の給与に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例及び橿原市の

一般職の職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

（橿原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例の一部改正）

第１条 橿原市一般職の任期付職員の採用及び給与の特例に関する条例（平成２０年橿原

市条例第２０号）の一部を次のように改正する。

附則に次の１条を加える。

（令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間における給料月額に関する特例

措置）

第７条 特定任期付職員の令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間におけ

る給料月額は、第７条第１項及び第２項の規定にかかわらず、これらの規定に定める

額から、その額に次の各号に掲げる号給の区分に応じ、当該各号に掲げる割合を乗じ

て得た額を減じた額とする。ただし、第７条第３項に規定する特定任期付職員業績手

当及び給与条例に規定する手当の額の算出の基礎となる給料月額並びに橿原市の一

般職の職員の退職手当に関する条例第２条の４に規定する退職手当の基本額の算出

の基礎となる給料月額は、この限りでない。

（１）１号給 １００分の３

（２）２号給及び３号給 １００分の４

（３）４号給から８号給まで １００分の５

（橿原市の一般職の職員の給与に関する条例の一部改正）

第２条 橿原市の一般職の職員の給与に関する条例（昭和３２年橿原市条例第２９号）の

一部を次のように改正する。

附則に次の１項を加える。

（令和２年４月１日から令和４年３月３１日までの間における給料月額に関する特例
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措置）

２４ この条例の規定の適用を受ける職員の令和２年４月１日から令和４年３月３１

日までの間における給料の月額は、第３条、第４条及び第４条の２の規定にかかわら

ず、これらの規定に定める額から、その額に次の各号に掲げる職務の級の区分に応じ、

当該各号に掲げる割合を乗じて得た額（その額に１円未満の端数を生じたときは、こ

れを切り捨てた額）を減じた額とする。ただし、この条例に規定する手当の額及び第

１３条に規定する勤務１時間当たりの給与額（第９条の規定を適用する場合における

勤務１時間当たりの給与額を除く。）の算出の基礎となる給料の月額並びに橿原市の

一般職の職員の退職手当に関する条例第２条の４に規定する退職手当の基本額の算

出の基礎となる給料の月額は、この限りでない。

（１）６級 １００分の３

（２）７級 １００分の４

（３）８級 １００分の５

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

理由 国家公務員の給与水準及び本市の厳しい財政状況を踏まえ、令和２年４月から令和

４年３月までの間、管理職の職員に支給する給料月額を暫定的に減額する措置を講ず

るもの
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議第８号

橿原市執行機関の附属機関に関する条例の一部改正について

橿原市執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市執行機関の附属機関に関する条例の一部を改正する条例

橿原市執行機関の附属機関に関する条例（平成２４年橿原市条例第２３号）の一部を次

のように改正する。

別表中

「

橿原市母子保健推進協議会 母子保健計画の実施に必要な事項に

ついての審議に関する事務

１０人以内

橿原市予防接種健康被害等

調査委員会

橿原市が実施した予防接種に関連し

て発生した健康被害等についての調

査審議に関する事務

１０人以内

」

を

「

橿原市母子保健推進協議会 母子保健計画の実施に必要な事項に

ついての審議に関する事務

１０人以内

橿原市予防接種検討委員会 予防接種事業の推進に必要な事項に

ついての審議に関する事務

８人以内

橿原市予防接種健康被害等

調査委員会

橿原市が実施した予防接種に関連し

て発生した健康被害等についての調

査審議に関する事務

１０人以内

」

に改める。

附 則

（施行期日）
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第１条 この条例は、令和２年４月１日から施行する。

（橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）

第２条 橿原市非常勤の特別職の職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３２年橿原

市条例第９号）の一部を次のように改正する。

別表中

「

橿原市母子保健推進協議会の委員 日額 １０，０００ 〃

橿原市予防接種健康被害等調査委員

会の委員

日額 １０，０００ 〃

」

を

「

橿原市母子保健推進協議会の委員 日額 １０，０００ 〃

橿原市予防接種検討委員会の委員 日額 １０，０００ 〃

橿原市予防接種健康被害等調査委員

会の委員

日額 １０，０００ 〃

」

に改める。

理由 執行機関の附属機関として、橿原市予防接種検討委員会を設置するため、所要の改

正を行うもの



議第９号

橿原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について

橿原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部を改

正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例

橿原市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例（平成２６

年橿原市条例第２２号）の一部を次のように改正する。

附則第２項中「令和２年３月３１日」を「令和５年３月３１日」に改める。

附 則

この条例は、令和２年４月１日から施行する。

理由 児童福祉法の一部改正により、放課後児童指導員の資格要件に係る経過措置期間

について見直しを行うため、所要の改正を行うもの
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議第１０号

橿原市印鑑条例の一部改正について

橿原市印鑑条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市印鑑条例の一部を改正する条例

橿原市印鑑条例（昭和５２年橿原市条例第１３号）の一部を次のように改正する。

第２条ただし書中「１５歳未満の者及び成年被後見人は」を「次に掲げる者は」に改

め、同条に次の各号を加える。

（１）１５歳未満の者

（２）意思能力を有しない者（前号に掲げる者を除く。）

第３条第１項ただし書中「登録申請者」の次に「（成年被後見人を除く。）」を加え、

同条に次の１項を加える。

３ 成年被後見人が印鑑の登録を受けようとする場合は、当該成年被後見人自ら出頭し、

かつ、その者の法定代理人が同行して当該印鑑の登録に同意したことを証する書面を

提出しなければならない。

第６条第２項中「記録されている」を「記載（法第６条第３項の規定により磁気ディ

スク（これに準ずる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。

以下同じ。）をもって調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）がされている」

に改める。

第７条第１項第３号中「（法第６条第３項の規定により磁気ディスク（これに準ずる

方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。以下同じ。）をも

って調製する住民票にあっては、記録。以下同じ。）」を削り、同条第２項中「（これ

に準じる方法により一定の事項を確実に記録しておくことができる物を含む。）」を削

る。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。
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理由 成年被後見人等の権利の制限に係る措置の適正化等を図るための関係法律の整備

に関する法律の制定等により、印鑑の登録の資格等について所要の改正を行うもの



議第１１号

橿原市営住宅条例の一部改正について

橿原市営住宅条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市営住宅条例の一部を改正する条例

橿原市営住宅条例（平成９年橿原市条例第１４号）の一部を次のように改正する。

第４２条第３項中「年５分の割合」を「法定利率」に改める。

別表日高山団地の項中「上飛騨町」を「飛騨町及び上飛騨町」に改める。

附 則

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の橿原市営住宅条例第４２条第３項の規定は、同項に定める支

払期がこの条例の施行の日以後である場合の利息について適用し、支払期がこの条例

の施行の日前である場合の利息については、なお従前の例による。

３ この条例の施行の日以後の日高山団地の使用に係る使用の許可に関し必要な手続その

他の行為については、この条例の施行前においても行うことができる。

理由 民法の一部改正及び日高山団地建替事業の実施により、所要の改正を行うもの



議第１２号

橿原市道路占用料に関する条例等の一部改正について

橿原市道路占用料に関する条例等の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市道路占用料に関する条例等の一部を改正する条例

（橿原市道路占用料に関する条例の一部改正）

第１条 橿原市道路占用料に関する条例（昭和３１年橿原市条例第３５号）の一部を次の

ように改正する。

第５条を次のように改める。

（督促手数料及び延滞金の徴収）

第５条 占用料に係る督促手数料及び延滞金の徴収については、橿原市税外債権管理条

例（令和元年橿原市条例第３６号）第７条及び附則第３条の規定の例による。この場

合において、これらの規定中「年１４．６パーセント」とあるのは「年１４．５パー

セント」と、「特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合」とあるの

は、「特例基準割合に年７．３パーセントの割合を加算した割合（当該加算した割合

が年１４．５パーセントの割合を超える場合には、年１４．５パーセントの割合）」

と読み替える。

別表中備考以外の部分を次のように改める。

別表（第２条関係）

道路占用料額

占用物件 基準 単位に対する占用

期間 単位 料（単位 円）

法第３２条 第１種電柱 年 １本 ７３０

第１項第１ 第２種電柱 １，１００

号に掲げる 第３種電柱 １，５００

工作物 第１種電話柱 ６５０

第２種電話柱 １，０００

第３種電話柱 １，４００

その他の柱類 ６５
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共架電線その他上 １メートル ７

空に設ける線類

地下に設ける電線 ４

その他の線類

路上に設ける変圧 １個 ６４０

器

変圧塔その他これ １，３００

に類するもの及び

公衆電話所

郵便差出箱及び信 ５５０

書便差出箱

地下に設ける変圧 １平方メートル ３９０

器

広告塔 ４，３００

その他のもの １，３００

法第３２条 外径が０．０７メ 年 １メートル ２７

第１項第２ ートル未満のもの

号に掲げる 外径が０．０７メ ３９

物件 ートル以上０．１

メートル未満のも

の

外径が０．１メー ５９

トル以上０．１５

メートル未満のも

の

外径が０．１５メ ７８

ートル以上０．２

メートル未満のも

の

外径が０．２メー １２０

2



トル以上０．３メ

ートル未満のもの

外径が０．３メー １６０

トル以上０．４メ

ートル未満のもの

外径が０．４メー ２７０

トル以上０．７メ

ートル未満のもの

外径が０．７メー ３９０

トル以上１．０メ

ートル未満のもの

外径が１．０メー ７８０

トル以上のもの

法第３２条第１項第３号及び第 年 １平方メートル １，３００

４号に掲げる施設

法第３２条 地下街 階数が１ 年 １平方メートル Ａに０．００５を

第１項第５ 及び地 のもの 乗じて得た額

号に掲げる 下室 階数が２ Ａに０．００８を

施設 のもの 乗じて得た額

階数が３ Ａに０．０１を乗

以上のも じて得た額

の

上空に設ける通路 ２，１００

地下に設ける通路 １，３００

その他のもの １，３００

法第３２条 祭礼、縁日等に際 日 １平方メートル ４３

第１項第６ し、一時的に設け

号に掲げる るもの

施設 その他のもの 月 ４３０

道路法施行 看板（ア 一時的 月 １平方メートル ４３０
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令（昭和２ ーチであ に設け

７年政令第 るものを るもの

４７９号。 除く。） その他 年 ４，３００

以下「令」 のもの

という。）第 標識 年 １本 １，０００

７条第１号 旗ざお 祭礼、 日 ４３

に掲げる物 縁日等

件 に際し、

一時的

に設け

るもの

その他 月 ４３０

のもの

幕（令第 祭礼、 日 １平方メートル ４３

７条第４ 縁日等

号に掲げ に際し、

る工事用 一時的

施設であ に設け

るものを るもの

除く。） その他 月 ４３０

のもの

アーチ 車道を 月 １基 ４，３００

横断す

るもの

その他 ２，１００

のもの

令第７条第２号に掲げる工作物 年 １平方メートル １，３００

令第７条第４号に掲げる工事用 月 １平方メートル ４３０

施設及び同条第５号に掲げる工

事用材料
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令第７条第６号に掲げる仮設建 １３０

築物及び同条第７号に掲げる施

設

令第７条第 トンネルの上又は 年 １平方メートル Ａに０．０１４を

８号に掲げ 高架の道路の路面 乗じて得た額

る施設 下（当該路面下の

地下を除く。）に

設けるもの

上空に設けるもの Ａに０．０２３を

乗じて得た額

地下（ト 階数が Ａに０．００５を

ンネルの １のも 乗じて得た額

上の地下 の

を除く。）階数が Ａに０．００８を

に設ける ２のも 乗じて得た額

もの の

階数が Ａに０．０１を乗

３以上 じて得た額

のもの

その他のもの Ａに０．０３３を

乗じて得た額

令第７条第 建築物 Ａに０．０１４を

９号に掲げ 乗じて得た額

る施設 その他のもの Ａに０．０１を乗

じて得た額

令第７条第 建築物 Ａに０．０２３を

１０号に掲 乗じて得た額

げる施設及 その他のもの Ａに０．０１を乗

び自動車駐 じて得た額

車場
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令第７条第 トンネルの上又は Ａに０．０１４を

１１号に掲 高架の道路の路面 乗じて得た額

げる応急仮 下に設けるもの

設建築物 上空に設けるもの Ａに０．０２３を

乗じて得た額

その他のもの Ａに０．０３３を

乗じて得た額

令第７条第１２号に掲げる器具 Ａに０．０３３を

乗じて得た額

令第７条第 トンネルの上又は Ａに０．０１４を

１３号に掲 高速自動車国道若 乗じて得た額

げる施設 しくは自動車専用

道路（高架のもの

に限る。）の路面

下に設けるもの

上空に設けるもの Ａに０．０２３を

乗じて得た額

その他のもの Ａに０．０３３を

乗じて得た額

その他前各項により難い占用 前各項に準じて市長が定める額

（橿原市準用河川管理条例の一部改正）

第２条 橿原市準用河川管理条例（平成１２年橿原市条例第２０号）の一部を次のように

改正する。

別表のうち流水・土地占用料の表中備考以外の部分を次のように改める。

流水・土地占用料

区分 種別 単位 占用料 摘要

流水占用料 発電以外の用に 毎秒１立方メー ５,２３０円

供するもの トル

１年につき

土 地 工作物 第１種電柱 １本 ７３０円 組立鉄柱又はH柱
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占 用 による １年につき は、２本とみなす。

料 占用 第２種電柱 １本 １，１００

１年につき 円

第３種電柱 １本 １，５００

１年につき 円

第１種電話柱 １本 ６５０円 組立鉄柱又はH柱

１年につき は、２本とみなす。

第２種電話柱 １本 １，０００

１年につき 円

第３種電話柱 １本 １，４００

１年につき 円

公衆電話所 １個 １，３００

１年につき 円

埋 外径が０. １メートル １６０円

設 ４メートル １年につき

又 未満のもの

は 外径が０. １メートル ２７０円

架 ４メートル １年につき

設 以上０.７

管 メートル未

類 満のもの

外径が０. １メートル ３９０円

７メートル １年につき

以上１.０

メートル未

満のもの

外径が１. １メートル ７８０円

０メートル １年につき

以上のもの

仮設建築物 １平方メートル １３０円 工事用建築物その
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１年につき 他これに類するも

の

通路橋、通路 １平方メートル １，２７０

１年につき 円

その他前各項に １平方メートル ２，６００

より難い工作物 １年につき 円

その他 原形のままの占 １平方メートル １３０円

用 １年につき

養魚 １平方メートル ３５０円

１年につき

（橿原市法定外公共物管理条例の一部改正）

第３条 橿原市法定外公共物管理条例（平成１５年橿原市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。

別表中備考以外の部分を次のように改める。

別表（第８条関係）

区分 基準 単位に対する使用

期間 単位 料

（単位 円）

電柱、電線、 第１種電柱 年 １本 ７３０

変圧塔、郵便 第２種電柱 １，１００

差出箱、公衆 第３種電柱 １，５００

電話所、広告 第１種電話柱 ６５０

塔その他これ 第２種電話柱 １，０００

らに類する工 第３種電話柱 １，４００

作物 その他の柱類 ６５

共架電線その他上 １メートル ７

空に設ける線類

地下に設ける電線 ４

その他の線類

路上に設ける変圧 １個 ６４０
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器

変圧塔その他これ １，３００

に類するもの及び

公衆電話所

郵便差出箱及び信 ５５０

書便差出箱

地下に設ける変圧 １平方メート ３９０

器 ル

広告塔 ４，３００

通路橋又は上屋そ ２３０

の他これらに類す

るもの

その他のもの １，３００

水管、下水道 外径が０．０７メ 年 １メートル ２７

管、ガス管そ ートル未満のもの

の他これらに 外径が０．０７メ ３９

類する物件 ートル以上０．１

メートル未満のも

の

外径が０．１メー ５９

トル以上０．１５

メートル未満のも

の

外径が０．１５メ ７８

ートル以上０．２

メートル未満のも

の

外径が０．２メー １２０

トル以上０．３メ

ートル未満のもの
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外径が０．３メー １６０

トル以上０．４メ

ートル未満のもの

外径が０．４メー ２７０

トル以上０．７メ

ートル未満のもの

外径が０．７メー ３９０

トル以上１．０メ

ートル未満のもの

外径が１．０メー ７８０

トル以上のもの

鉄道、軌道その他これらに類する 年 １平方メート １，３００

施設及び歩廊、雪よけその他これ ル

らに類する施設

地下街、地下 地下街 階数が１ 年 １平方メート Ａに０．００５を

室その他これ 及び地 のもの ル 乗じて得た額

らに類する施 下室 階数が２ Ａに０．００８を

設 のもの 乗じて得た額

階数が３ Ａに０．０１を乗

以上のも じて得た額

の

上空に設ける通路 ２，１００

地下に設ける通路 １，３００

その他のもの １，３００

露店、商品置 祭礼、縁日等に際 日 １平方メート ４３

場その他これ し、一時的に設け ル

らに類する施 るもの

設 その他のもの 月 ４３０

看板、標識、 看板（ア 一時的に 月 １平方メート ４３０

旗ざお、パー ーチで 設けるも ル
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キングメータ あるも の

ー、幕及びア のを除 その他の 年 ４，３００

ーチ く。） もの

標識 年 １本 １，０００

旗ざお 祭礼、縁 日 ４３

日等に際

し、一時

的に設け

るもの

その他の 月 ４３０

もの

幕（工 祭礼、縁 日 １平方メート ４３

事用施 日等に際 ル

設であ し、一時

るもの 的に設け

を 除 るもの

く。） その他の 月 ４３０

もの

アーチ 車道を横 月 １基 ４，３００

断するも

の

その他の ２，１００

もの

工事用板囲い、足場、詰所その他 月 １平方メート ４３０

工事用施設及び土石、竹木その他 ル

の工事用材料

防火地域内における耐火建築物、 １３０

仮設建築物

附 則

１ この条例は、令和２年４月１日から施行する。ただし、第１条中第５条の改正規定に
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ついては、橿原市税外債権管理条例（令和元年橿原市条例第３６号）の施行の日から施

行する。

２ 第１条の規定による改正後の橿原市道路占用料に関する条例第５条の規定（延滞金に

関する部分に限る。）は、占用料に係る延滞金のうち同条の規定の施行の日以後の期間

に係る延滞金について適用し、同日前の期間に係る延滞金については、なお従前の例に

よる。

理由 道路法施行令の一部改正により、道路占用料等の見直しが行われたほか、橿原市税

外債権管理条例の制定により、延滞金計算の規定が整備されたため、所要の改正を行

うもの
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議第１３号

橿原市上水道給水条例の一部改正について

橿原市上水道給水条例の一部を改正する条例を次のように定める。

令和２年３月２日提出

橿原市長 亀田 忠彦

橿原市上水道給水条例の一部を改正する条例

橿原市上水道給水条例（昭和３６年橿原市条例第２８号）の一部を次のように改正する。

第３４条を次のように改める。

第３４条 削除

附 則

この条例は、橿原市税外債権管理条例（令和元年橿原市条例第３６号）の施行の日から

施行する。

理由 橿原市税外債権管理条例の制定により、税外債権一般の放棄事由が定められたため、

水道料金等の債権の放棄事由をこれに統一する改正を行うもの
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